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7兆3,622億27百万円

 

 

 

府 有 財 産                                      
 

 

 

 

 

 

※詳細はP.42～P.45付表第5表参照 

 

 第 17 表      府有財産の構成（公営企業会計に属するものを除く） 

数　量 価　格 構成比 数　量 価　格 数　量 価　格

㎡ 百万円 ％ ㎡ 百万円 ㎡ 百万円

－ 5,720,409 77.7 － 5,739,764 － ▲ 19,356

土 地 65,535,738 2,830,996 38.5 65,539,031 2,830,409 ▲ 3,293 587

建 物 12,581,170 797,736 10.8 12,569,137 815,962 12,033 ▲ 18,226

そ の 他 － 2,091,676 28.4 － 2,093,394 － ▲ 1,717

点 点 点

3,379,628 29,822 0.4 3,353,776 29,965 25,852 ▲ 143

重 要 物 品 7,741 29,822 0.4 7,794 29,965 ▲ 53 ▲ 143

一 般 物 品 3,371,887 － － 3,345,982 － 25,905 －

－ 235,551 3.2 － 240,031 － ▲ 4,479

－ 1,376,445 18.7 － 1,493,595 － ▲ 117,150

－ 7,362,227 100.0 － 7,503,355 － ▲ 141,127

区　　分
令和5年9月30日現在 (A) 令和5年3月31日現在 (B) 差引増減 (A)－(B)

公 有 財 産

物 品

債 権

基 金

合 計  
（注）価格は、取得価額から減価償却累計額及び減損累計額を引いた額とする。 

令和5年 9月 30日時点における府有財産の構成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

府有財産、府債及び一時借入金 

大阪府は、各種の事務事業の推進のため、土地、建物、有価証券、特許権、地上権、出資による権利等

の公有財産、車両、家具什器類等の物品、金銭の給付を目的とする債権、特定の目的のために設けられた

基金など様々な財産を所有しています。 

府有財産のうち公有財産が77.7％を占め、そのうち土地建物で49.3％を占めています。 

これら府民の財産である府有財産の令和5年9月30日現在の評価額は7兆3,622億 27百万円です。 



- 23 - 

府 債                                        

 

 

 

 

 

 

 

 
  第 18 表      借入先別府債の状況（公営企業会計に属するものを除く） 

      

（単位：百万円）

金額 構成比

423,129 8.78%

政府資金 152,638 3.17%

地方公共団体金融機構資金 257,889 5.35%

その他 12,602 0.26%

4,398,033 91.22%

市場公募 3,576,214 74.18%

銀行等引受 821,819 17.04%

4,821,162 100.00%

区　　分
令和5年9月30日現在残高

公的資金

民間等資金

合計
 

（注）その他は、国の予算等貸付金債等 

 

 

一 時 借 入 金                                   

 

 

 

 

 

 

 

  第 19 表         一 時 借 入 金 の 状 況 

（単位：百万円）

借 入 現 在 高

令和5年 4 月末現在 0

5 月末現在 0

6 月末現在 0

7 月末現在 0

8 月末現在 0

9 月末現在 0

月　　　　　　　別

 

府債については、計画的な発行に努めているところですが、税または地方交付税の代替として発行する

臨時財政対策債等は近年増加しており（第13表参照）、公営企業会計に属するものを除く令和5年9月30

日現在の府債残高は、4兆8,211億 62百万円となっています。 

なお、借入先別府債の状況（公営企業会計に属するものを除く）は、第18表のとおりです。 

（公営企業会計に属する府債残高については、P.24～P.29「令和5年度上半期の公営企業の業務の状況」参照） 

一時借入金は、府税、国庫支出金などの収入時期とこれらを財源とする事業費等の支出時期との不一致

により一時的に資金不足が生じる場合、あらかじめ府議会の議決を得た限度額の範囲内で金融機関などか

ら一時的に資金を借り入れるものです。同一年度内に償還する点で、府債と異なります。 

令和５年度上半期は借り入れを行いませんでした。 


